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１．川俣町行財政改革大綱の理念 

自立した行財政運営の確立

川俣町の将来像 

「みんなでつくる 元気いっぱい 笑顔いっぱいのまち かわまた」 

第５次川俣町振興計画 基本目標：計画の推進 基本施策 

 「第５次川俣町振興計画」で定めた川俣町の将来像である「みんなでつくる 元気い

っぱい 笑顔いっぱいのまち かわまた」を実現するための基本目標の一つである「計

画の推進」基本施策「自立した行財政運営の確立」のためこの大綱を策定し、職員が共

通認識を持って、行財政運営に取り組むこととします。 

２．策定の目的 

 第５次川俣町行財政改革大綱の内容を継承しつつ、少子化、超高齢社会、

人口の急激な減少等への対応・住民サービスの維持・向上を図るため、限り

ある資源である人材、資産、資金等を効果的・効率的に活用し、持続可能な行財

政運営確立のための指針とします。

３．大綱における重点事項 

 現状や、課題の分析により、業務（対策・対応）の必要性を明らかにするととも

に、経費や効果、成果も含め可能な限りの「見える化」を図ります。 

 経営的感覚を持ち、費用対効果や事業の重要性などに特化した予算配分の注力化、

重点化あるいは、事業の廃止等、メリハリのある町政運営を図ります。 

 社会情勢の変化や住民ニーズなど時々刻々と変化する課題の把握に努め、その情

報を共有するとともに、内容を分析し、課題の解決に向けた取り組みはスピード感

を持って実施し、その成果を重視します。 

◆見える化 

◆職員の意識改革 

  「経営的観点・費用対効果・選択と集中」 

◆スピードと成果を重視 

  「課題の把握 → 情報の共有 → 分析 → 解決策」 
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４．改革の基本事項 

（１）事務事業の目的・資源・成果を明確に 

次の６W2H＋１Wを常に意識し、事務事業等を計画・実施します。 

  これに加えて、次の１Wの概念を重視します。 

事業実施にあたっての考え方：目的 → 事業 → 結果 → 成果 

（２）EBPM（証拠に基づく政策立案）の推進

   事業計画等にあたっては、エピソードやその場限りの経験などによる

ものではなく、統計データ・資料等の客観的な証拠（エビデンス）に基

づき、政策目的を明確にし、コストの削減や効率的・効果的な政策運営

を目指すものとします。 

（EBPM：Evidence-based Policymaking） 

１ Why     なぜ必要なのか？ 

２ What     なにをするのか？  

３ Where    どこで実施するのか？ 

４ When     いつ実施するのか？ 

５ Who     誰が実施するのか？ 

６ Whom    誰に実施するのか？ 

７ How     どのように実現するのか？ 

８ How ｍuch いくらかかるのか？

９ Will  どうしたいのか、どうなりたいのか。 

 バックキャストの視点：あるべき未来から振り返って何をすべきか考える 
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（３）SDGｓ・Society5.0 など新たな取り組み 

  持続可能な社会へ向けた取り組みであるSDGｓや、あらゆるものと情報

技術との融合による社会（Society5.0）の出現など新たな取り組みが必要

となっています。 

  川俣町においても、SDGｓやSociety5.0 などの新たな時代の流れを踏

まえ、行財政改革に取り組むものとします。 

SDGｓ：2015年の国連サミットにおいて採択された「持続可能な開発のための2030年アジェンダ」

における「持続可能な開発目標SDGｓ（Sustainable Development Goals」 

17のゴールと169のターゲットからなる。 

誰ひとり取り残されない包摂的（inclusive）な世の中をつくっていくことが重要であるとされている。 

Society5.0：狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、情報社会

（Society4.0）に続く新たな社会。Iot（Internet of things:物のインターネット）で、すべての人とモノ

がつながり、さまざまな知識や情報が共有され、今までにない新たな価値を生み出すことで、いろいろな

課題や困難を克服する社会。 

５．計画の期間 

   ５年間：令和２年度～令和６年度  

 本大綱の計画期間は、令和２年度～令和６年度の５年間とします。 

   なお、本大綱については、振興計画等関連計画の策定や改訂、社会経済状況、改

革の進捗状況等により、必要に応じ見直しを図るものとします。
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６．改革の基本方針 

   次の５つの基本方針に基づき、それぞれの取り組みを進めるとともに、見

える化を図るため複数年にわたりその推移等をグラフ化するなどして、そ

の状況が誰でもわかるような取り組みとしていきます。

◇収納率向上及び債権管理適正化 

         ◇受益者負担適正化 

         ◇新たな財源確保 

         ◇補助金適正化 

         ◇人件費の削減と内部事務の省力化・効率化 

◇事業の再編と行政評価システムの連動 

         ◇手続きの簡素化と住民サービスの向上 

◇公共施設の管理・運営 

         ◇民間活力の活用 

         ◇情報戦略の強化 

         ◇事業見直しと事務事業改善運動の実施 

         ◇組織機構の見直し 

         ◇経常経費の削減 

         ◇危機管理体制の構築 

◇研修制度の見直し 

         ◇人事評価制度の活用 

         ◇働き方改革 

◇住民との連携 

         ◇産学官金等多様な主体との連携 

         ◇広域連携の推進 

         ◇NPO等とのパートナーシップ 

         ◇情報公開の推進 

         ◇個人情報の保護 

         ◇広報・広聴と情報発信の充実

自

立

し

た

行

財

政

運

営

の

確

立

基本方針1 財政運営：効率的な財政運営の仕組みの構築 

基本方針2 行政運営：行政運営の仕組みの構築 

基本方針3 職員意識：人材育成と多様な働き方 

基本方針4 協働と連携： 

住民・民間部門とのパートナーシップ・市町村間広域連携の強化

基本方針5 公正・透明性：公正の確保と透明性の向上 
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【基本方針１ 財政運営】 効率的な財政運営の仕組みの構築 

取組１ 収納率向上及び債権管理適正化 

 自主財源確保、公平・公正な住民負担、信頼性の観点から税、料等収納率向上を図

ります。 

■クレジット収納、電子決済等新たな納税チャネルの検討 

■財産等調査、インターネット競売等滞納整理の検討 

■債権管理の適正化 

・民法や商法の規定により滞納整理等をしている水道料、住宅使用料等 

《見える化》 

◆納税者数等の推移、税額等の推移、収納率の推移、 

コンビニ納付利用者数推移、滞納者数・滞納処分推移（人数、額）等 

取組２ 受益者負担適正化 

 使用料や手数料については、公平性の観点から、受益者負担の適正化を図

ります。 

《見える化》 

◆各施設利用者数推移、維持管理経費推移、利用料集計推移等 

取組３ 新たな財源確保

従来の財源確保の取り組みに加え、新たな財源確保の取り組みを進めま

す。 

■返礼品の魅力向上によるふるさと納税の推進 

■地域活性化プロジェクトへの寄付を募るクラウドファンディング型ふる

さと納税の活用（企業版ふるさと納税など） 

■企業誘致による安定的な税収の確保 

■既存事業所等への新たな雇用創出の取り組み 

■遊休公有地の売却 

《見える化》 

 ◆ふるさと納税額と納税者数推移  

 ◆事業所数・町民所得等の推移（経済センサス等） 

 ◆町所有地の売却件数、金額の推移 
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取組４ 補助金の適正化

 これまで取り組んできた次の事項を引き続き実施します。 

■目的達成や必要性の低下したものの廃止、縮減、統合、周期の明確化 

■新規補助金目的を明確にし、期間を定めて交付 

■補助金の既得権化、行政への依存体質改善のため効果、成果を明確化 

《見える化》

 ◆町単独補助について、各種団体への運営費補助金額の推移（変動のある

もの）、イベント等の開催事業補助における参加者等の推移 

取組５ 人件費の削減と内部事務の省力化・効率化 

 定員適正化計画の策定、再任用制度、会計年度任用職員制度の運用や効率的

な組織機構の再編による適正な人員管理を図ります。 

長時間の労働を常態としないための意識改革や、事務の改善・簡素化による

業務効率の向上に取り組みます。

■事務マニュアル化による精度の均一化、省力化、効率化 

■各種帳票など内部書類や会議資料の電子化、タブレット端末の利用等によ

るペーパーレス化 

■電子決裁の検討 

《見える化》 

 ◆職員数推移、時間外勤務推移（手当支給など）、人件費推移等

【目標数値】 

目標項目 H30年度末数値 目標値 R６年度末時点

経常収支比率 90.6％ 8８.0％ 

一般会計税収納率（合計） 94.84％ 95.84％（１.0％上昇） 

総人件費（一般会計） 10億4,700万円 

R2年度から始まる会計年度任

用職員制度や各種委員会等の

開催状況等を勘案し設定 

時間外手当（一般会計）の 

基本給に占める割合 

－ 

（2,810万円） 
個人ごと6%以内 

ふるさと納税額 1,664万円 ５,000万円 

〃 クラウドファンディング － １,000万円 
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【基本方針２ 行政運営】 行政運営の仕組みの改革 

取組１ 事業の再編と行政評価システムの連動 

第５次振興計画実施計画の事務事業評価による検証に基づく事業の見

直し・再編に加え、次の取り組みをしていきます。 

■事務事業評価の予算編成との連動も視野に入れたシステム化の検討 

■「６Ｗ２Ｈ＋１W」の視点からの事業の選択と集中

■ＲＥＳＡＳによるビッグデータ等を活用した政策立案 

《見える化》 

 ◆事務事業評価結果

RESAS：内閣府ひと・まち・しごと創生本部が運用している、産業構造や人口動態、人の流れ等に関する

官民のいわゆるビッグデータを集約し、可視化を試みるシステム。地域経済分析システムともいう。 

取組２ 手続きの簡素化と住民サービスの向上

住民サービスにおいては、住民の視点に立った住民ファーストの取り組み

を図ります。 

■各種手続きにおける押印の見直し 

■電子申請等による簡素化、利便性の向上、煩雑な手続きの改善 

■接遇研修、接遇マニュアルによる窓口等住民対応の向上 

《見える化》 

 ◆窓口における各種申請取扱件数 

 ◆電子申請（オンライン）手続きとその利用件数

取組３ 公共施設の管理・運営 

 公共施設については、平成２９年３月に策定した「公共施設等総合管理計

画」に基づき総合的な管理をしていきます。

■施設ごと個別施設計画による適正管理と定期的な計画の見直し

《見える化》 

 ◆各施設の利用者数、維持管理経費の推移

取組４ 民間活力の活用

■業務委託：Ｈ19.1策定「川俣町業務委託方針」に基づき実施。 

必要に応じ、方針見直し 

■指定管理者制度：効果等を勘案し「川俣町公の施設に係る指定管理者の指

定の手続き等に関する条例」により実施 

《見える化》 

 ◆公共施設等利用者数及び施設委託料の推移

◆山木屋診療所利用者数及び施設委託料の推移 

“6W2H＋1ｗ” 

選択と集中！！ 

住民ファースト 

親切な応対 
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取組５ 情報戦略の強化

 情報化については、「第２次川俣町情報化計画」を基本として推進します。 

■Socity5.0 への対応を意識した計画の見直し 

■窓口の電子化、各種業務へのＩＣＴの活用、スマートフォンアプリの活用 

■ＳＮＳなどを活用し双方向も踏まえた広報・広聴機能の充実 

《見える化》 

 ◆情報化計画による進捗状況 

※情報発信については、「基本方針５ 公正・透明性」-「取組３ 広報・広聴と情報発信の充実」にも記載 

取組６ 事務事業改善運動の実施 

 事務事業の改善においては、現場がその必要性、重要性を最も理解してい

ることから、職員一人一人が自由な発想で提案できるようにすることを基本

として推進します。 

■職員提案制度の活用 

■事務事業改善運動取り組みの検討 

■定期的な内部会議や課を越えた打ち合せの実施 

 ・何事もフラットに話し合える風通しの良い職場環境の醸成 

 ・コミュニケーションの活性化とダイアログのすすめ 

ダイアログ：年齢、肩書、性別関係なく、フランクにフラットにフレキシブルに議論すること 

・課（役場）全体の業務内容・進捗状況等情報共有化、意見交換等 

《見える化》 

 ◆職員提案制度の提案数・採択件数 

取組７ 組織機構の見直し

 多様化する住民ニーズや社会情勢の変化など、新たな行政課題に、柔軟か

つ的確に対応できるよう横断的で、機動性に富んだ組織機構の編成に取り組

みます。 

■事務改善審議会による組織機構の見直し 

《見える化》 

 ◆組織機構及び業務一覧 

取組８ 経常経費の削減 

 経常経費の削減については、次の取り組みをしていきます。 

■第５次行財政改革を継承 

■配当主義による予算編成（シーリング方式） 

■物件費削減マニュアルによるさらなる抑制と周知徹底 

■電気使用量の抑制・平準化・効率的な運用 

■環境への配慮も踏まえたクールビズ・ウォームビズの取り組み 

《見える化》

 ◆物件費（経常経費分・主な施設電気料・燃料費）の推移 

活発なコミュニケーションで 

モチベーション up 

ダイアログのすすめ 
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取組９ 危機管理体制の構築

災害などの突発的な緊急事態発生の際はもちろん、発生が予想されるとき

などには、災害対策本部を速やかに設置し、その対策にあたるものとします。 

対策にあたっては、「川俣町地域防災計画」に基づき全職員体制の下、適時

に人員配置等の対応を図ることとします。 

■より速やかな対応のための手順書作成 

《見える化》 

 ◆災害対策本部設置回数 

◆災害時の職員動員数

【目標数値】 

目標項目 H30年度末数値 目標値 R６年度末時点

職員提案数 ２ 10 

物件費（経常経費分）削減 1億1,700万円 
1億 1,200万円 

（△500万円） 

（住民）手続きのオンライン化 6 1２ 

【基本方針３ 職員意識】 人材育成と多様な働き方 

 知識・情報：検索すれば膨大な情報が入ってくる 

取組１ 研修制度の見直し 

 職員の意欲と能力を最大限に引き出すために組織的な取り組みを行いま

す。 

柔軟な発想やコスト意識、コミュニケーション能力の向上、町政を俯瞰し経営的

な思考で町づくりを進める感覚を養うことなど職員のスキルアップだけでな

く、意識改革を図ることをも目的とし、研修制度を見直します。

■研修計画の策定と周知 

■職員自らの発想による自主研修の仕組みや支援制度等の創設 

■能力・意欲の向上のため講師招へいによるテーマ別研修や各種研修会への

参加など多様な機会の創出 

■ＯＪＴの充実（職場での実務研修・指導体制の明確化）

人材に求められるものは、 

行動力と好奇心！！ 



- 10 - 

《見える化》 

 ◆研修種別ごとの実施回数 

 ◆招聘した講師による研修の回数と参加者数

取組２ 人事評価制度の活用 

 職員個々の能力や実績等を把握して適材適所の人事配置や、人材育成の観

点に配慮した人事管理のため人事評価制度を活用していきます。 

取組３ 働き方改革

ワークライフバランスの観点から、フレックスタイムやテレワークなど多様

な働き方について検討します。 

 また、職員一人ひとりのライフステージに応じた働き方ができるよう休

暇・休業制度の活用促進等を図ります。 

 さらに、健康診断やメンタルヘルス講座を実施する等心身両面から健全な

働き方ができるよう配慮します。

■時差出勤、フレックスタイム制度等のさらなる活用

■メンタルヘルスセミナー・カウンセリング等の実施

■人生設計のためのキャリアプラン研修の実施

《見える化》 

 ◆休暇取得日数 

◆産前産後休暇・育児休暇・介護休暇等特別休暇の取得者数

心も体も健康に

【目標数値】 

目標項目 H30年度末数値 目標値 R６年度末時点

休暇取得日数10日以上 55/130人 職員数の２/３ 

勤務状況調査 適正項目 

「適している」「非常に適

している」との回答者割合 

21.5％

（28/130） 
３０％以上 

講師招へい研修会開催数 １回/年 3回/年 
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【基本方針４ 協働と連携】 

住民・民間部門とのパートナーシップ・市町村間広域連携の強化 

取組１ 住民との連携 

住民との連携を推進するため、町政懇談会のあり方を見直すなど住民との

対話を活性化させることや、ＩＣＴ活用による、ＳＮＳなどを利用した双方

向のコミュニケーションを図り、住民との情報共有を積極的に行い、連携を

強化していきます。 

 また、地域においては、住民の自主性を重んじる取り組みを自治会等が中心

となって進めていけるよう支援していきます。

■自治組織地区助成金の継続 

■「みんなでつくるまちづくり条例」の制度見直しと活用 

■自治会担当職員制度の活用 

《見える化》 

 ◆住民懇談会参加者数（全体・地区別） 

取組２ 産学官金等多様な主体との連携 

 地域の課題や複雑多様化する住民ニーズへの対応のため、産学官金等多様

な主体との連携により課題の解決に取り組みます。 

■他市町村・大学・金融機関等との連携協定による取り組みの実施 

■企業等とのパートナーシップによる新たな事業の実施 

■連携先から講師を迎え多様な研修会実施 

《見える化》 

 ◆連携協定締結一覧 

取組３ 広域連携の推進 

 近隣市町村等との広域連携により町単独でのフルセット行政から自治体単

位を超えた役割分担や政策展開を積極的に推進していきます。 

《見える化》 

 ◆広域連携により取り組んでいる事業 

取組４ NPO等とのパートナーシップ

 行政だけでは解決できない課題などについて、NPO（民間非営利団体）な

ど自主的な活動と行政との協働による、幅広い分野でのパートナーシップを

構築し、行政運営を推進していきます。 

《見える化》 

 ◆NPO等との連携による実施事業と利用者数等
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【目標数値】 

目標項目 H30年度末数値 目標値 R６年度末時点

自治会担当職員制度活用 0 6 

みんなでつくるまちづくり

事業補助金活用団体数 
0 3 

【基本方針５ 公正・透明性】 公正の確保と透明性の向上 

取組１ 情報公開の推進 

 開かれた町政を推進するため、川俣町情報公開条例に基づき、運用の実態

を踏まえ、その内容の充実に努めます。 

《見える化》 

 ◆情報公開の請求件数推移 

取組２ 個人情報の保護 

 川俣町個人情報保護条例に基づき、町が保有するすべての個人情報を対象

とした個人情報保護の一層の充実を図ります。 

取組３ 広報・広聴と情報発信の充実 

 住民と行政の協働によるまちづくりを推進するため広報・広聴のより一層

の充実を図ります。 

■スマートフォン等の利用によるＳＮＳを活用した双方向コミュニケーシ

ョンの実施 

■シティプロモーションの観点から町の情報を広く発信し、交流人口の増加

にも寄与する取り組み 

《見える化》 

 ◆ホームページアクセス数 

 ◆インフォかわまた登録者数 

 ◆Facebook 等 SNS情報掲載数

【目標数値】 

目標項目 H30年度末数値 目標値 R６年度末時点

ホームページアクセス数 109,528 150,000 

SNS情報投稿数（月平均） 11.5 30 

SNSフォロワー数 194 1,000 
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７．行財政改革の推進体制 

（１）行財政改革を着実に推進するため、行財政改革推進本部を中心に、各部署

が一丸となって取り組んでいきます。 

   また、改革の推進にあたっては、行財政改革推進委員会の意見も反映しな

がら、取り組んでいきます。 

（２）町監査委員による監査結果の反映については、主管課長に具体的な改善策

を提出させるなど、事後処理の徹底を図ります。 

（３）住民の理解を得ながら、パートナーシップのもと行財政改革を推進するた

め、本大綱をホームページ等で公表するものとします。 

８．検証と見直し

   行財政改革大綱については、行財政推進本部において決算確定後に毎年

度の取り組みについて進捗を管理し、その実績を公表します。 

   公表した実績については、住民の意見等を反映して見直すこととします。 

   これを P（計画 Plan）－ D（Do 実施）－ C（Check 検証）－ A

（Action 見直し）サイクルとして実施します。 

目標・成果・意図した未来

          Action 改善 

           Check 検証 

            Do 実施        

           Plan 計 画 

現状・課題   

P-D-C-A サイクルは、図のよ

うにらせん状に目標に向かう

イメージです。
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資料 １  川俣町行財政改革の取り組み

昭和５９年 １月 川俣町行財政改革審議会設置

昭和６０年１２月 川俣町行財政改革大綱（第１次行革大綱）策定

平成 １年 ４月 第３次川俣町振興計画策定

平成 ５年１２月 川俣町活性化委員会設置

平成 ７年 ３月 川俣町活性化基本計画･実施計画策定

平成 ７年 ７月 川俣町行財政改革基本構想庁議決定

         川俣町行財政改革推進本部設置要綱制定

         川俣町行財政改革推進委員会設置要綱制定

平成 ７年１２月 新川俣町行財政改革大綱（第２次行革大綱）策定

平成 ７年～   川俣町財政健全化計画策定（以後毎年改定）

平成 ８年    川俣町公債費負担適正化計画策定

平成１０年 ９月 第４次川俣町振興計画策定

平成１１年１２月 第３次川俣町行財政改革大綱策定

平成１１年１２月 「川俣町公債費負担適正化計画」完了

       （平成１１年１２月１０日付 自治省財務局通知による）

平成１３年１２月 第４次川俣町行財政改革大綱策定

平成１４年 ３月 財政構造改革プログラム策定

平成１５年 ３月 財政構造改革プラン策定

平成１７年１２月 川俣町公の施設に係る指定管理者の指定の手続き等に

関する条例制定

平成１８年 １月 第５次川俣町行財政改革大綱策定

平成１８年 ２月 川俣町行財政集中改革プラン策定

平成１９年 １月 会議改善マニュアル策定

平成１９年 １月 川俣町業務委託方針策定

平成１９年 １月 物件費節減マニュアル策定（改訂版）

  平成２２年 ９月 第５次川俣町振興計画策定

  平成２９年 ７月 第５次川俣町振興計画 後期基本計画策定
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